
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年２月９日

【四半期会計期間】 第70期第３四半期（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）

【会社名】 日特建設株式会社

【英訳名】 NITTOC CONSTRUCTION CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　中森　保

【本店の所在の場所】 東京都中央区東日本橋３丁目10番６号

【電話番号】 03(5645)5050

【事務連絡者氏名】 管理本部経理部長　　平山　雅博

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区東日本橋３丁目10番６号

【電話番号】 03(5645)5047

【事務連絡者氏名】 管理本部経理部長　　平山　雅博

【縦覧に供する場所】 日特建設株式会社　札幌支店

（札幌市厚別区大谷地東４丁目２番20号（第二西村ビル））

日特建設株式会社　名古屋支店

（名古屋市中区栄１丁目16番６号（名古屋三蔵ビル））

日特建設株式会社　大阪支店

（大阪市中央区瓦町２丁目２番７号（山陽日生瓦町ビル））

日特建設株式会社　九州支店

（福岡市博多区下川端町１番３号（明治通りビジネスセンター））

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

日特建設株式会社(E00142)

四半期報告書

 1/16



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

前第３四半期
連結累計期間

第70期
当第３四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （百万円） 41,096 39,605 57,638

経常利益 （百万円） 2,580 2,069 3,431

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 1,628 1,305 2,110

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,625 1,451 1,894

純資産額 （百万円） 19,357 20,806 19,781

総資産額 （百万円） 39,247 42,774 40,385

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 38.25 30.67 49.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 49.3 48.3 48.6

 

 

回次

 

第69期
前第３四半期
連結会計期間

第70期
当第３四半期
連結会計期間

 

会計期間

 

自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.42 23.96

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀による経済対策の効果により、企業収益や雇用・所

得環境の改善が続き、個人消費にも持ち直しの動きが見られるなど、緩やかな回復基調で推移しました。しかし、中

国をはじめとするアジア新興国の景気減速懸念や英国のEU離脱問題、さらに米国の今後の経済政策などによる世界経

済への影響が心配されるなど、景気の先行きについては不透明な状況で推移しております。

　建設業界におきましては、民間設備投資は伸び悩みが見られるものの、企業収益改善を背景に回復基調にあり、公

共建設投資については、底堅く推移しております。

　このような事業環境において当社グループは、経営理念「基礎工事における総合技術力と効率的な経営で、安全・

安心な国土造りに貢献する会社」のもと、中期経営計画〔StepⅢ〕（平成26年度～平成28年度）における新生日特の

成長への「挑戦」をテーマに、効率的な収益確保と将来の建設市場の変化を見据えた事業戦略・組織の構築を進めて

おります。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。

 

① 受注高、売上高

　受注高は、昨年同四半期を上回る48,041百万円（前年同四半期比2.0％増）を確保しました。売上高については、

施工促進を図ってまいりましたが、第２四半期までの着工および施工進捗の遅れによる影響が残り、39,605百万円

（前年同四半期比3.6％減）となりました。

② 損益

　売上高が昨年同四半期比で減少したことにより、営業利益は2,056百万円（前年同四半期比21.3％減）、経常利益

は2,069百万円（前年同四半期比19.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,305百万円（前年同四半期比

19.8％減）となりました。

 

　当社グループの売上高は、通常の受注形態として第３四半期以降に完成する工事の割合が大きく、業績に季節的変

動があります。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における財政状態は、総資産が42,774百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,389

百万円増加しております。これは主に、受取手形・完成工事未収入金等が743百万円、電子記録債権が535百万円、未

成工事支出金が1,918百万円増加した一方、現金預金が895百万円減少したことによるものであります。

　負債合計は、21,968百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,364百万円増加しております。これは主に、支払手

形・工事未払金等が488百万円、未成工事受入金が1,588百万円、未払法人税等が151百万円増加した一方、未払消費

税（その他）が515百万円、賞与引当金が324百万円減少したことによるものであります。

　純資産合計は20,806百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,025百万円増加しております。これは主に、当第３

四半期連結累計期間が1,301百万円の純利益となったこと、その他有価証券評価差額金が117百万円増加した一方、

425百万円の配当を実施したことによるものであります。
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（３）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フローの状況については、同期間の四半期連結キャッシュ・

フロー計算書を作成していないため、記載を省略しております。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社グループは、中期経営計画〔StepⅢ〕（平成26年度～平成28年度）の中で経営理念、経営ビジョン、経

営目標を以下のように掲げております。

 

「経営理念」

・基礎工事における総合技術力と効率的な経営で、安全・安心な国土造りに貢献する会社

「経営ビジョン」

・信頼される技術力に培われた、環境・防災工事を主力とした基礎工事のエキスパート

「経営目標」

１）営業面の目標

　 ・のり面工事のトップ

　 ・地盤改良受注高20％増加（平成25年度対比）

　 ・補修分野の営業強化

　 ・海外工事への進出

２）財務面の目標

　 ・自己資本比率45％以上（平成27年度実績48.6％）

３）その他の目標

　 ・営業利益率3.5％以上

　 ・計画期間内に配当性向30％以上

 

（５）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、152百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（６）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　建設業界におきましては、民間設備投資については、企業収益の改善を背景に回復基調の継続が期待され、公共建

設投資についても、国土強靭化策による全国の防災・減災対策や社会資本整備の更新が期待されます。しかし、公共

建設投資発注量の２年連続の減少予測、東日本大震災の復興工事が続く東北地区で建設業者の請負金額が５年ぶりに

減少に転じ、復旧・復興工事の発注がピークを過ぎたとみられることや労務費、資材費の高止まりなどの懸念材料も

あります。

　このような事業環境の中で、当社グループは、内部統制（コンプライアンス、リスク管理）の強化、安全重視の経

営、基礎工事の量の確保、収益性の維持、キャッシュ・フロー重視の経営を経営方針に掲げ、事業を進める所存であ

ります。

　また、当社グループは、斜面・のり面対策などの環境・防災技術、既設構造物の補修・補強などの維持補修技術、

地盤改良・薬液注入・杭基礎などの都市再生技術に関して数多くの施工実績を積むとともに、その時代のニーズに対

応した技術開発・改良を行ってまいりました。これらの技術と経験を活かし、今後も本分野でのシェア拡大を図って

まいります。

　なお、昨年３月に設立したインドネシアの子会社 PT NITTOC CONSTRUCTION INDONESIAにおいて、海外工事の受注

活動を行ってまいります。

 

（７）経営者の問題認識と今後の方針について

　経営者の問題認識と今後の方針については、「（１）業績の状況、（４）事業上及び財務上の対処すべき課題」に

記載のとおりであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　（注) 「発行可能株式総数」欄には、平成28年12月31日現在の当社定款に記載されている株式の総数を記載しておりま

        す。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

 普通株式 43,919,291 43,919,291
東京証券取引所

（市場第一部）

株主としての

権利内容に制

限のない標準

となる株式で

あり、単元株

式数は100株で

あります。

計 43,919,291 43,919,291 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
　　　　　 － 　43,919,291 － 6,052 － 1,753

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

1,352,100

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式（注）１

42,363,000

　　　　　（注）１

423,630
－

単元未満株式
普通株式（注）２

204,191
－ －

発行済株式総数 43,919,291 － －

総株主の議決権 － 423,630 －

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権5個）含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式71株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日特建設株式会社

東京都中央区東日

本橋３丁目10番６

号

1,352,100 － 1,352,100 3.08

計 － 1,352,100 － 1,352,100 3.08

　（注）　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が250株（議決権2個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に200株、単元未満株

式に50株含まれております。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人保森会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 12,681 11,785

受取手形・完成工事未収入金等 15,578 ※３ 16,321

電子記録債権 1,917 2,453

商品及び製品 30 30

販売用不動産 0 0

未成工事支出金 1,664 3,582

材料貯蔵品 152 147

繰延税金資産 411 250

その他 997 1,086

貸倒引当金 △14 △15

流動資産合計 33,420 35,643

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 963 928

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 471 486

土地 2,788 2,787

リース資産（純額） 50 73

建設仮勘定 24 29

その他（純額） 2 2

有形固定資産合計 4,300 4,307

無形固定資産 205 230

投資その他の資産   

投資有価証券 664 836

繰延税金資産 1,284 1,151

その他 531 627

貸倒引当金 △22 △22

投資その他の資産合計 2,458 2,593

固定資産合計 6,965 7,131

資産合計 40,385 42,774
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 10,547 ※３ 11,036

未成工事受入金 2,509 4,097

リース債務 23 21

未払法人税等 133 285

完成工事補償引当金 105 104

工事損失引当金 139 78

賞与引当金 555 230

その他 2,413 1,983

流動負債合計 16,429 17,838

固定負債   

リース債務 34 53

繰延税金負債 75 －

退職給付に係る負債 4,013 4,027

その他 50 48

固定負債合計 4,174 4,129

負債合計 20,603 21,968

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,052 6,052

資本剰余金 2,022 2,022

利益剰余金 12,228 13,107

自己株式 △552 △552

株主資本合計 19,750 20,629

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 171 288

為替換算調整勘定 △6 △0

退職給付に係る調整累計額 △284 △261

その他の包括利益累計額合計 △119 27

非支配株主持分 150 149

純資産合計 19,781 20,806

負債純資産合計 40,385 42,774
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高   

完成工事高 40,975 39,473

その他の事業売上高 120 131

売上高合計 41,096 39,605

売上原価   

完成工事原価 33,870 32,949

その他の事業売上原価 50 41

売上原価合計 33,921 32,990

売上総利益   

完成工事総利益 7,105 6,524

その他の事業総利益 69 90

売上総利益合計 7,175 6,614

販売費及び一般管理費 4,562 4,558

営業利益 2,612 2,056

営業外収益   

受取利息 0 4

受取配当金 19 20

特許関連収入 19 12

為替差益 － 10

その他 7 6

営業外収益合計 47 55

営業外費用   

支払利息 16 6

支払保証料 27 23

ファクタリング手数料 17 1

その他 17 11

営業外費用合計 79 42

経常利益 2,580 2,069

特別利益   

固定資産売却益 5 0

特別利益合計 5 0

特別損失   

固定資産除却損 5 7

特別損失合計 5 7

税金等調整前四半期純利益 2,580 2,061

法人税、住民税及び事業税 310 596

法人税等調整額 642 163

法人税等合計 952 759

四半期純利益 1,628 1,301

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △3

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,628 1,305
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 1,628 1,301

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3 117

為替換算調整勘定 － 9

退職給付に係る調整額 0 23

その他の包括利益合計 △2 149

四半期包括利益 1,625 1,451

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,625 1,451

非支配株主に係る四半期包括利益 － △0
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」 （実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」 （企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

(1）当社の販売物件購入に対する借入金について保証を行っております。

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

 8件　　　17百万円 6件　　　11百万円

 

(2）住宅資金融資規定により、従業員が銀行から借入れた住宅資金に対し、その債務の保証を行っております。

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

 23百万円 18百万円

 

 

２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しております。

貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

貸出コミットメントの総額 2,200百万円 2,200百万円

借入実行残高 － －

差引額 2,200 2,200

 

 

※３　当第３四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が当第３四半期連結会

計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －百万円 51百万円

支払手形 －百万円 250百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

　当社グループの売上高は、通常の受注形態として第３四半期以降に完成する工事の割合が大きく、業績に季節

的変動があります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりで

あります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 187百万円 213百万円

 

 

 

（株主資本等関係）

　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の総額 配当金の原資
１株当たり

の配当額
基準日 効力発生日

平成27年6月25日

定 時 株 主 総 会
普通株式 383百万円 利益剰余金 9.00円 平成27年3月31日 平成27年6月26日

 

　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の総額 配当金の原資
１株当たり

の配当額
基準日 効力発生日

平成28年6月24日

定 時 株 主 総 会
普通株式 425百万円 利益剰余金 10.00円 平成28年3月31日 平成28年6月27日

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

       　当社グループの報告セグメントは、当社及び連結子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あ　り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するため、定期的に検討を行う対象となっておりま

す。

  　  　当社グループは、建設事業のほかに商品資材販売等事業、及び保険代理業の事業活動を展開しておりますが、

それらは開示情報としての重要性に乏しく、建設事業の単一セグメントとなるため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 　　　　　　　　38円25銭 　　　　　　　　30円67銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
1,628 1,305

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,628 1,305

普通株式の期中平均株式数（千株） 42,569 42,567

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月８日

日特建設株式会社

取締役会　御中

 

監査法人　保森会計事務所

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 渡　部　逸　雄　 印

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 若　林　正　和　 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日特建設株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日特建設株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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